
8 職員の退職管理の状況
（1）再就職情報の届出の状況

令和2年度
退職者数

令和3年度
届出対象者数

左記の対象者
の届出数

令和3年度
退職者数

令和4年度
届出対象者数

左記の対象者
の届出数

備考　退職者数には、再任用職員を含みません。

備考　令和4年度は、疾病による公務災害の認定は該当ありません。

（2）届出の再就職の状況（令和4年3月31日現在） 
ア　愛西市に再就職

内　訳 再任用フルタイム 再任用短時間 会計年度任用職員等 特別職他 計
令和2年度退職者
令和3年度退職者

 1人 0人 0人 0人 1人 
 2人 3人 0人 0人 5人 

イ　愛西市以外に再就職
内　訳 市町村等 地方独立行政法人 地方三公社 非営利法人 営利法人 計

令和2年度退職者
令和3年度退職者

 1人 0人 0人 1人 1人 3人 
 0人 0人 0人 1人 1人 2人 

ウ　届出なし（再就職していない）
内　訳 届出なし ア・イ・ウ合計

令和2年度退職者
令和3年度退職者

0人
5人

4人
12人

9 職員の研修の状況
研 修 区 分 主 な 研 修 名 な ど 受 講 者 数
一 般 研 修 職員の職歴などに応じた知識や技能を習得する研修 （部長、課長などの階層別研修）

特 別 研 修 職員がより高度で専門的な知識または能力の修得を目指す研修 
（政策・法務研修、実務研修、能力開発研修など）

職 場 研 修 職員にとって必要不可欠な研修や、タイムリーで即効性の高い研修 
（メンタルケア、コンプライアンス研修など）

派 遣 研 修 愛西市内部では修得しがたい広い視野、多角的な発想、専門的な知識 
などを修得する研修（自治大学校、市町村アカデミーなど）

77人

98人

842人

17人

11 勤務条件に関する措置の要求および不利益処分に関する審査請求の状況
　職員は、地方公務員法第46条から第51条の2までの規定に基づき、公平委員会に対し、勤務条件に関する措置の要
求と不利益処分に関する審査請求をすることができます。
　件数については、次のとおりです。　
（1）勤務条件に関する措置の要求の状況 措置要求事案　0件
（2）不利益処分に関する審査請求の状況 審査請求事案　0件

12 不当な働きかけがあった場合の記録票提出の状況
提出件数　0件

（3）安全衛生
健康診断実施状況

受診者数
区　　分 区　　分

定期健康診断 人間ドック他 ストレス調査
749人 410人 339人

自己職務遂行中 出張中
3件 0件

負　傷
その他 計
0件 3件

558人

（4）職員の災害補償

イ　通勤災害認定件数
令和4年度は、通勤災害の認定は該当ありません。

ア　公務災害認定件数

ウ　公務災害基金負担金

10 職員の福祉および利益の保護の状況

（2）職員互助会（令和4年4月1日現在）
会員数 478人 市負担金なし

金　額 一人当たりの負担額
543,447,224円 1,109,076円

7 職員の服務の状況
営利企業などへの従事許可の状況

区　　　　分 件　　数
①　営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社その他の団体の役員を兼ねるもの
②　自らの営利を目的とする私企業を営むもの
③　①および②を除き、報酬を得て事業または事務に従事するもの（消防団活動など）

計

0件
0件
30件
30件

6 職員の分限および懲戒処分の状況
（1）職員の分限処分の状況 

区　　分 降　任 免　職 休　職 合　計

勤務成績が良くない場合

心身の故障の場合

職に必要な適格性を欠く場合

廃職又は過員を生じた場合

刑事事件に関し起訴された場合

0回
0人
0回
0人
0回
0人
0回
0人

0回
0人
0回
0人
0回
0人
0回
0人

0回
0人
49回
14人
0回
0人
0回
0人
0回
0人

49回
14人

0回
0人

備考　上段の回数は、同一の者が複数回にわたって分限処分に付された場合、その数を重複して計上した数値です。

（2）職員の懲戒処分の状況
区　　分 戒　告 減　給 停　職 免　職 合　計 訓告など

法令に違反した場合 0人 1人 0人 0人 1人 5人

職務上の義務に違反し
又は職務を怠った場合 0人 0人 0人 0人 0人 0人

全体の奉仕者たるにふさわ
しくない非行のあった場合 0人 0人 0人 0人 0人 0人

（2）介護休暇などをした職員数
区　　分 取得者数 要　介　護　者 取　得　形　式

配偶者 父母 子 その他 全日 時間 その他
介護休暇をした職員数 
介護時間をした職員数 

1人 0人 0人 0人 0人 1人 0人 0人
0人 0人 0人 0人 0人

備考　介護休暇とは愛西市職員の勤務時間、休暇等に関する条例第15条に規定する
介護休暇を、介護時間とは同条例第15条の2に規定する介護時間をいいます。

（3）その他の休業をした職員 
自己啓発等休業、配偶者同行休業の制度はありません。

備考　自己啓発等休業とは地方公務員法第26条の5第1項に規定する自己啓発等休業を、
配偶者同行休業とは同法第26条の6第1項に規定する配偶者同行休業をいいます。

5 職員の休業に関する状況
（1）育児休業などをした職員数

区　　分
男　性 女　性

令和4年度新規 前年度継続 令和4年度新規 前年度継続
育児休業をした職員数 
部分休業をした職員数 

育児短時間勤務をした職員数

4 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
（1）勤務時間の状況（変則勤務職場などを除く一般的な職場におけるもの）

正規の勤務時間 開 始 時 刻 終 了 時 刻 休 憩 時 間
7時間45分 午前8時30分 午後5時15分 正午～午後1時

（2）主な休暇の種類
区　分 付 与 日 数

年 次 休 暇 1年につき20日（4月1日付与）
平均取得日数（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）　12.1日

特 別 休 暇 ボランティア、結婚、産前産後、忌引、夏季、子の看護、短期介護など

（1）共済組合負担金（地方公務員等共済組合法に
基づく地方公務員共済組合などに対する
地方公共団体の負担金）

3人
1人
0人

1人
1人
0人

10人
3人
0人

15人
11人
0人

7件12人28人4件4人16人

備考　部分休業とは地方公務員の育児休業等に関する法律第19条第1項に規定する部分休業を、
育児短時間勤務とは同法第10条第1項に規定する育児短時間勤務をいいます。

地方公務員災害補償法に基づく地方公務員災害補償
基金に対する地方公共団体の負担金として3,846,188
円を負担しました。
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